
原 議 保 存 期 間 １ ０ 年

（平成２６年１２月３１日まで）

警 視 庁 交 通 部 長 警 察 庁 丁 規 発 第 ７ ７ 号
殿

各 道 府 県 警 察 本 部 長 平 成 １ ６ 年 １ １ 月 １ ８ 日

（参考送付先） 警察庁交通局交通規制課長

各管区警察局広域調整部長

車高４．１メートルの自動車が通行可能な道路を定める手続について

平成１６年３月１日に施行された道路交通法施行令の一部を改正する政令

（平成１６年政令第２２号）により、都道府県公安委員会が道路又は交通の状

況により支障がないと認めて定める自動車の積載物の高さの制限は、３．８メ

ートル以上４．１メートルを超えない範囲内において都道府県公安委員会が定

める高さからその自動車の積載をする場所の高さを減じたものとされ、これを

受けて改正された都道府県公安委員会規則により、都道府県公安委員会が定め

る道路（以下「指定道路」という。）を通行する自動車の積載物の高さの制限

は、４．１メートルからその自動車の積載をする場所の高さを減じたものとさ

れているところであるが、今後、都道府県公安委員会が指定道路を定める手続

については下記のとおりとするので、事務処理上遺憾のないようにされたい。

なお、本通達の内容は、国土交通省道路局と調整済みである。

記

１ 指定道路を定める手続（別添参照）

（１）新たに都道府県公安委員会及び道路管理者が指定する道路については、

運送業界団体、自動車業界団体等で構成される「背高車両委員会」（平成

１６年１１月１日設立）が運送業界、自動車業界等の要望を取りまとめ、

警察庁及び国土交通省に対して要望を行う。

（２）警察庁及び国土交通省は、（１）の要望を受けて、都道府県警察及び各

道路管理者に対して対象となる道路について現況の照会を行う。

（３）都道府県警察及び道路管理者は、警察庁及び国土交通省から照会を受け

た道路について、車高４．１メートルの自動車の通行に際して障害となる

箇所が存在しないか等を調査し、相互に調整を行った上で、その結果を警

察庁及び国土交通省に報告する。

（４）警察庁は、都道府県警察の調査結果を踏まえ、国土交通省と最終調整を

行った上で、指定道路の案を都道府県警察に通知する。

（５）都道府県警察は、警察庁から通知された指定道路の案を踏まえ、都道府

県公安委員会規則の改正作業を行う。

なお、各道路管理者も国土交通省から通知された指定道路の案を踏まえ



て道路を指定することとなる。

２ 留意事項

新たに都道府県公安委員会が指定する道路の調査を行うに当たっては、各

道路管理者と調整を行う必要があるが、都道府県、市町村及び地方道路公社

が管理する道路（政令指定都市が管理する道路は除く。）については、道路

管理者である都道府県を窓口として各道路管理者との調整を行うこと。

なお、上記以外の新たに都道府県公安委員会が指定する道路（港湾道路を

含む。）については、当該道路の道路管理者と調整を行うこと。



③要望一覧の提出

④要望道路の調査依頼 ⑦調査結果の報告 ④要望道路の調査依頼 ⑦調査結果の報告

④要望道路の調査依頼 ⑦調査結果の報告

④要望道路の調査依頼 ⑤調査結果の報告

別　添

⑩指定道路の案の情報提供
（９月１日目途）

指定道路を定める手続の流れ

警察庁交通局
交通規制課

【都道府県公安委員会・各道路管理者】

①要望の募集
運送事業者等

②個別要望提出

国土交通省道路局
道路交通管理課

⑧最終調整

背高車両委員会
[全ト協・自工会・船主協会等]
（対象となる道路の要望の取りまとめ）

港湾道路

（１１月上旬）

　・市町村
　・地方道路公社

　・都道府県
　・政令市

　・各地方整備局
　・北海道開発局
　・沖縄総合事務局
　・道路関係四公団
　・指定都市三公社

（市町村、公社分を含む）
⑥調整

⑥調整

都道府県警察

（３月上旬施行）

（１１月上旬）

規則改正・公示の実施

⑨指定道路の案の通知

⑥調整

（１２月上旬）

⑪


